
連携中枢都市圏構想の概要 

連携中枢都市 
（盛岡市） 

＜要件＞ 
• 政令指定都市，新中核市（人口20万人以
上） 

• 昼夜間人口比率おおむね１以上 等 

①連携中枢都市となる旨を宣言 

近隣の市町村と連携し，圏域全体の経済を

けん引し，圏域住民全体の暮らしを支える

という役割を担う意思の公表 
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②連携協約の締結 

• 他の市町と連携して事務を処理するに当たっての基本的

な方針と役割分担を定める協約を締結 

• 締結には，各市町の議会の議決が必要 

③都市圏ビジョンの策

定 

• 連携協約に基づく具体

的取組について規定 

• 産学金官民の関係者か

らの意見を幅広く反映 

連携協約 

連携協約 

連携協約 

連携中枢都市圏 

地域において，相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し，コンパクト化とネットワーク化により「経

済成長のけん引」，「高次都市機能の集積・強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を行うことにより，人口減少・少子高齢社

会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成すること。 
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経済成長のけん引 高次都市機能の集積・強化 生活関連機能サービスの向上 

連携中枢都市 
普通交付税（圏域人口に応じ算定） 
※圏域人口75万人の場合：約２億円） 

特別交付税 
（1.2億円程度） 

連携市町村 特別交付税（上限1,500万円） 
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